









































































































　しかしながら，先行研究には次の 3 つの問題点があるといえる。まず第 1 は，
































































































































































選び出した時期は次の 4 つである。第 1 は，保守系政党が合同を果した 1955














況からみると，日本の経済は大きな転換期が 3 つあった。1 つ目の時期は，
1950 年代後半から 1960 年代までである。日本では 1950 年代中葉までの経済
復興期をへて，1950 年代後半からは経済成長の兆しが見えはじめた。この時
期を境に経済成長は軌道に乗り，1960 年代後半までに平均 10％ 台の高度成長
を成し遂げた。そして 2 つ目の時期は，1970 年代である。1970 年代初頭にな
ると高度経済成長は事実上終わり，低成長期に入ることとなる。さらに，1973









































1955 年の結党から 1972 年までの時期は過半数獲得期とのべることができる。
次に，2 つ目の時期となるのは，議席を減らし選挙で党勢が縮小した 1972 年
から 1970 年代末までの時期である
（13）
。この時期は，1976 年と 1979 年の 2 回の
衆議院議員選挙において過半数割れとなった。また，参議院議員選挙において
も 1974 年と 1977 年の 2 回の選挙で過半数割れまでは行かなかったものの辛う
じて過半数を占める状況であった。こうした過半数獲得が保障されない混迷状
態が続いた時期を不安定期としてまとめることができよう。最後に，3 つ目の













































1960 年代，1970 年代，そして 1980 年代で大きな変化があった。本研究は，こ
うした各分野別動向と自民党の政策変更とが一致する分岐点となった 4 つの時
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る 傾 向 が み ら れ る。Laver, Michael & W. Ben Hunt, Policy and Party Competition, New 
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ことによって将来における勝利の可能性をあらかじめ示唆してしまうことになるためである。小
数派の政治戦略は，数少ない自分たちの支持者に「アイデンティティのインセンティヴ」を配分
する限りにおいて，正統化の 1 つの源泉として機能している。パーネビアンコ，前掲書，50─51
ページ。
